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 2023 年 6 月 16 日 
報道関係者各位 

                                                    アットホーム株式会社 

 商品・サービス  

アットホーム、国土交通省「不動産 IDを活用したモデル事業」の 

実施事業者に採択 
 

不動産情報サービスのアットホーム株式会社（本社：東京都大田区 代表取締役社長：鶴森 康史 以下、アット

ホーム）は、国土交通省が推進する「不動産 IDを活用したモデル事業」の実施事業者に採択されました。本モデル事

業では「アットホーム 空き家バンク」に掲載されている物件情報へ「不動産 ID」を付番することで、情報登録時の負荷

軽減や情報項目の拡充、および自治体とのデータ連携の円滑化等について、効果検証を行います。 

アットホームは本モデル事業を通して、「不動産 ID」を活用した取組みを推進し、空き家等の円滑な取引と不動産の

流通活性化に貢献してまいります。 

 

【不動産 ID とは】 

日本国内における不動産情報は、不動産情報を取り扱う各社で保有形式が異なり、複数の事業者間で一意に認識

できる共通コードのようなものがないという課題がありました。この課題に対して、国土交通省では、不動産関連情報の

連携・活用の促進に向けて、2022年 3月に、不動産を一意に特定できる共通番号である「不動産 ID」のルールを整備

し、「不動産 IDルールガイドライン」を策定・公表しました。これにより、「不動産 ID」を活用した不動産取引・情報流通

活性化への注目が高まっています。 

 

【採択事業の概要】 

アットホームでは、「不動産 ID」を活用し、空き家の流通活性化を目的とした下記 3点の実証を行います。 

１. 「アットホーム 空き家バンク」に登録されている空き家情報への不動産 ID付番。 

２. 「不動産 ID付き空き家物件情報」を情報連携キーとして、自治体が保有する学区情報や周辺情報などのオー

プンデータを突合することで情報項目を拡充。協力自治体である愛媛県今治市と意見交換を行い、空き家流通

に資する情報項目の概念実証を実施。 

３. 拡充された「空き家情報」を「アットホーム 空き家バンク」へ登録および自治体への提供方法の検討。 

本実証にて、流通物件と比べて空き家の情報項目が不足していることによる空き家取引の課題解消を目指します。 

 

【「アットホーム 空き家バンク」とは】 

国土交通省が推進している空き家・空き地等の流通活性化に向けた取組みに

賛同し、全国の空き家・空き地や公的不動産(PRE)、地域の情報と消費者ニーズ

を結びつけることを目的に「アットホーム 空き家バンク」を構築・運営しています。

アットホームは、空き家・空き地の利活用に関心を持つ消費者に、引き続き有益

な情報を提供してまいります。 

https://www.akiya-athome.jp/ 
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会社概要 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 

アットホーム株式会社 PR 事務局 ビルコム株式会社 担当：田中・荒木 

TEL：03-5413-2411  E-mail：athome@bil.jp 

 

アットホーム株式会社 マーケティングコミュニケーション部 広報担当：佐々木・西嶋・岡村 

TEL：03-3580-7504  E-mail：contact@athome.co.jp 

■会社名       ：アットホーム株式会社 

■創業         ：1967 年 12 月 

■資本金       ：1 億円 

■年商         ：299 億 2300 万円（2021 年 6 月～2022年 5 月） 

■従業員数     ：1,712 名（2023 年 5 月末現在） 

■代表者名     ：代表取締役社長 鶴森 康史 

■本社所在地   ：東京都大田区西六郷 4-34-12 

■事業内容     ：●不動産会社間情報流通サービス 

・ファクトシート･リスティング･サービス（図面配布サービス） 

・ATBB（不動産業務総合支援サイト） 

・官公庁等の物件情報提供サービス 

●消費者向け不動産情報サービス 

・「不動産情報サイト アットホーム」 

・「お部屋探しアプリ アットホームであった！」など 

●不動産業務支援サービス 

・ 「ホームページ作成ツール」など、ホームページ運営支援 

・ 「不動産データプロ」「地盤情報レポート」など、不動産調査支援 

・ 「VR 内見・パノラマ」「おすすめコメント」など、集客支援 

・ 「賃貸管理システム」「スマート申込」「スマート物確」など、業務支援 

・ 「セミナー・研修会」など、知識習得支援 

・ 集客、店舗・物件プロモーションツールなど、不動産業務用ツール 

 

■加盟・利用不動産店数 ：62,418 店（2023 年 6 月 1 日現在） 

■会社案内         ：https://athome-inc.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


